
An independent member of UHY international 

総務省は2019年6月28日、「サイバーセキュリティ対策情

報開示の手引き」を公表しました。 

本手引きでは、サイバーセキュリティ対策に対する社会

的要請は非常に大きくなっており、企業における重要な経

営課題の一つとして位置づけられるべきものとなってい

るとし、企業として社会的責任を果たし、ステークホルダ

ーからの信頼を得るためには、サイバーセキュリティ対策

に係る適切な情報開示が重要であるとしています。 

一方でサイバーセキュリティ対策の詳細を開示した場

合には逆にサイバー攻撃等を誘発するリスクもあること

から、本手引きでは開示項目の例を示すとともに、既に公

開されている開示書類の事例集を掲載することで、各企業

が情報開示の在り方を検討する際の参考資料となること

を目的としています。 

主な内容は下記の通りであり、本手引きの全文は下記

URLからご確認ください。 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000630516.pdf 

 

１．情報開示手段 

情報開示に活用されている開示書類として以下挙げられ

ており、対策の記載量は任意開示の方が比較的に多い傾向

にあると記載されています。 

・有価証券報告書（制度開示） 

・コーポレート・ガバナンス報告書（制度開示） 

・CSR報告書／サステナビリティ報告書（任意開示） 

・統合報告書（任意開示） 

・アニュアルレポート（任意開示） 

・情報セキュリティ報告書（任意開示） 

 

２．開示にあたってのポイント 

開示にあたって留意すべき点として以下挙げられており、

ステークホルダーに対して有益と思われる情報を提供す

る必要があると記載されています。 

・目的適合性 

・表現真正性 

・比較可能性 

・理解容易性 

・適時公表性 

 

本手引きでは、情報セキュリティ対策に係る情報開示の

在り方や開示するポイントが整理されており、各企業にお

いて情報を開示する上での参考資料として活用されるこ

とが期待されています。 

 

 

 
ご質問やご要望がございましたらお気軽にお問い合わせください。 

 

※なお、本稿の意見に関する部分は、筆者の個人的な見解であることを

あらかじめお断りします。 
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